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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 13,509 3.3 1,160 11.6 1,157 11.0 807 13.5

2021年３月期第３四半期 13,073 △4.1 1,039 △0.1 1,042 △0.3 711 3.4

(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 789百万円( 33.9％) 2021年３月期第３四半期 589百万円( △17.6％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 102.54 101.47

2021年３月期第３四半期 88.24 87.34
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しておりますが、当社グループへの影響は軽微であるため、2021年３月期第３四半期に係る各数値については変
更ないものとして算出した増減率を記載しております。

　

（２）連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 18,532 14,185 75.0

2021年３月期 17,722 13,617 75.2
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 13,906百万円 2021年３月期 13,335百万円
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しており、2022年３月期第３四半期に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値となっており
ます。

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 - 0.00 - 26.00 26.00

2022年３月期 - 0.00 -

2022年３月期(予想) 28.00 28.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,350 2.3 1,520 3.0 1,520 2.6 1,020 △0.7 129.67
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しておりますが、当社グループへの影響は軽微であるため、2021年３月期第３四半期に係る各数値については変
更ないものとして算出した増減率を記載しております。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 -社（社名） 、除外 -社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有
　

　 (注)詳細は、添付資料６ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注)詳細は、添付資料６ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項
(会計方針の変更）」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 8,745,408株 2021年３月期 8,745,408株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 870,543株 2021年３月期 879,043株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 7,871,087株 2021年３月期３Ｑ 8,059,922株

　
　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた
っての注意事項等については、添付資料２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想など
の将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の新型コロナウイルス感染症拡大防止策の一環となる

ワクチン接種が進み、行動制限が緩和され、景気持ち直しの動きがみられる一方、雇用・所得情勢や設備投資等

が弱含みで推移していることに加え、変異株による感染拡大の懸念もあり、依然として先行きは不透明な状況と

なっております。

当社グループが関連する建設市場におきましては、インフラ整備を中心とした一定水準の需要に支えられ、

徐々に安定化傾向が見られるものの、感染症拡大防止策に伴う経済活動の停滞長期化、設備投資抑制の影響に加

え、鋼材価格の上昇が続いており、動向に注視が必要な状況となっております。

このような状況のなか、当社グループにおきましては、今年度よりスタートした「Vision2023」“私たちは独

自の技術とサービスに磨きをかけ、安全・安心の価値を追究して社会に役立つ集団となります”のもと、「人財

育成」、「全体最適化」をはじめとした経営課題への取組みを通じて、企業価値向上に努めてまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,509百万円（前年同期比3.3％増）、営業利益1,160百万円

（同11.6％増）、経常利益1,157百万円（同11.0％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は807百万円（同

13.5％増）となりました。

各セグメントの業績は以下のとおりであります。

①ファスニング事業

各種設備工事等の需要は、民間工事においては前年を上回りましたが、公共工事においては前年を下回る水準

で推移しており、全体としての需要は少しずつではありますが、回復の傾向が見られます。このような中、当社

の主力製品であるあと施工アンカーの販売は、一部製品の販売価格の改定が進んだことにより、堅調に推移いた

しました。また、完成工事高が減少した一方、ドリル・ファスナー製品の販売が増加し、総じて堅調な推移とな

りました。これに加え、新規連結した日本メカニック株式会社が収益に寄与しました。

この結果、当セグメントの売上高は10,198百万円（前年同期比4.6％増）、セグメント利益は1,431百万円（同

17.3％増）となりました。

②機能材事業

電動油圧工具関連の販売が、海外販売の回復もあり、堅調に推移いたしました。また、電子基板関連、FRPシー

ト関連及びアルコール検知器関連の販売が増加した一方、包装・物流機器関連の販売は減少いたしました。

この結果、当セグメントの売上高は3,310百万円（同0.4％減）、セグメント利益は355百万円（同16.3％減）と

なりました。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末より810百万円増加して18,532百万円となりまし

た。これは主として受取手形、売掛金及び契約資産、棚卸資産、有形固定資産が増加したことによるものであり

ます。

負債の合計は前連結会計年度末より242百万円増加して4,347百万円となりました。これは主として未払法人税

等が減少した一方、支払手形及び買掛金、長期借入金が増加したことによるものであります。

純資産は、前連結会計年度末より568百万円増加して14,185百万円となりました。これは主として利益剰余金が

増加したことによるものであります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期通期の連結業績予想につきましては、2021年５月12日公表の業績予想から変更ありません。

　



- 3 -

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 2,416,028 2,393,089
受取手形及び売掛金 3,889,394 -
受取手形、売掛金及び契約資産 - 4,128,811
棚卸資産 4,262,426 4,675,599
その他 385,323 245,514
貸倒引当金 △146 △2,131
流動資産合計 10,953,026 11,440,884

固定資産
有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,495,374 1,545,659
土地 3,424,474 3,730,423
その他（純額） 552,499 604,180
有形固定資産合計 5,472,348 5,880,263

無形固定資産 114,725 170,514
投資その他の資産 1,182,094 1,041,173
固定資産合計 6,769,168 7,091,951

資産合計 17,722,195 18,532,835
負債の部

流動負債
支払手形及び買掛金 1,127,349 1,239,139
短期借入金 230,000 179,899
１年内返済予定の長期借入金 133,756 166,404
未払法人税等 231,510 128,481
賞与引当金 125,269 149,124
その他 630,420 663,178
流動負債合計 2,478,305 2,526,228

固定負債
長期借入金 310,445 420,642
役員退職慰労引当金 16,704 18,955
退職給付に係る負債 1,129,474 1,156,621
その他 169,577 224,577
固定負債合計 1,626,200 1,820,796

負債合計 4,104,505 4,347,025
純資産の部

株主資本
資本金 768,590 768,590
資本剰余金 584,896 587,647
利益剰余金 12,262,558 12,858,535
自己株式 △521,612 △516,568
株主資本合計 13,094,433 13,698,205

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 31,766 32,398
繰延ヘッジ損益 11,979 -
為替換算調整勘定 207,764 178,798
退職給付に係る調整累計額 △10,124 △2,508
その他の包括利益累計額合計 241,386 208,687

新株予約権 57,538 57,538
非支配株主持分 224,330 221,379
純資産合計 13,617,689 14,185,810

負債純資産合計 17,722,195 18,532,835
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 13,073,690 13,509,656

売上原価 9,148,178 9,364,996

売上総利益 3,925,511 4,144,660

販売費及び一般管理費 2,885,832 2,984,346

営業利益 1,039,679 1,160,314

営業外収益

受取利息 852 1,261

受取配当金 2,783 6,686

仕入割引 23,828 23,702

為替差益 43,208 18,087

投資不動産賃貸料 8,622 8,123

持分法による投資利益 817 1,379

その他 25,513 24,767

営業外収益合計 105,626 84,008

営業外費用

支払利息 2,228 2,082

売上割引 88,935 74,728

その他 11,451 9,882

営業外費用合計 102,615 86,694

経常利益 1,042,691 1,157,628

特別利益

固定資産売却益 1,260 5,051

特別利益合計 1,260 5,051

特別損失

固定資産除却損 1,776 1,567

役員退職慰労金 3,300 1,200

特別損失合計 5,076 2,767

税金等調整前四半期純利益 1,038,874 1,159,912

法人税等 323,839 347,738

四半期純利益 715,035 812,173

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,854 5,055

親会社株主に帰属する四半期純利益 711,180 807,118
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 715,035 812,173

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 17,622 19,545

繰延ヘッジ損益 △19,361 △11,979

為替換算調整勘定 △123,840 △38,279

退職給付に係る調整額 - 7,615

その他の包括利益合計 △125,580 △23,097

四半期包括利益 589,454 789,076

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 604,332 793,334

非支配株主に係る四半期包括利益 △14,877 △4,258
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内

の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時に収益を認識しております。

また、工事契約に関して、従来は、進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、

その他の工事については工事完成基準を適用しておりましたが、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわた

り収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りができない工事

については、原価回収基準を適用しております。また、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると

見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については、代替的な取扱いを適用し、一定の期間に渡り収益を認

識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度

の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて行

っております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

ととしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新た

な表示方法により組替えを行っておりません。

(時価の算定に関する会計基準等)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新

たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありま

せん。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）ファスニング

事業
機能材事業

売上高

外部顧客への売上高 9,748,562 3,325,127 13,073,690 - 13,073,690

セグメント間の内部売上高
又は振替高

63,767 159,007 222,775 △222,775 -

計 9,812,330 3,484,135 13,296,465 △222,775 13,073,690

セグメント利益 1,220,350 424,103 1,644,453 △604,774 1,039,679

(注) １．セグメント利益の調整額△604,774千円には、セグメント間取引消去10,981千円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△615,755千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
合計

調整額
(注１)

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）ファスニング

事業
機能材事業

売上高

一時点で移転される財及び
サービス

8,747,576 3,310,687 12,058,264 - 12,058,264

一定の期間にわたり移転さ
れる財及びサービス

1,451,392 - 1,451,392 - 1,451,392

顧客との契約から生じる
　収益

10,198,969 3,310,687 13,509,656 - 13,509,656

外部顧客への売上高 10,198,969 3,310,687 13,509,656 - 13,509,656

セグメント間の内部売上高
又は振替高

62,051 218,845 280,896 △280,896 -

計 10,261,020 3,529,532 13,790,553 △280,896 13,509,656

セグメント利益 1,431,806 355,032 1,786,838 △626,524 1,160,314

(注) １．セグメント利益の調整額△626,524千円には、セグメント間取引消去9,553千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△636,007千円が含まれております。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

「ファスニング事業」セグメントにおいて、2021年９月30日をみなし取得日として日本メカニック株式会社

の株式を取得したことにより、同社を連結の範囲に含めております。当該事象により、のれんが23,536千円発

生しております。

　なお、のれんの金額は、当第３四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定

的に算定された金額であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認

識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しておりま

す。

　当該変更が報告セグメントの売上高及びセグメント利益に与える影響は軽微であります。

　


